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第２章 海難等事故災害対策計画 

 

第１節 災害予防 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難等事故の発生による多数の遭難

者、行方不明者、死傷者等の発生といった海難等事故を未然に防ぐため、海難等防止活動を推進す

るとともに、海難等事故発生時の効果的な応急対策に備えるため、情報収集・伝達体制や民間救助

組織の活用等を含む応急活動体制の整備、資機材の整備など基本的な対策を推進する。 

 

２ 対策の体系 

 

災

害

予

防 

  
海 難 等 防 止 の 推 進 

  

   

  
災 害 情 報 の 収 集 ・ 連 絡 体 制 の 整 備 

  

   

  
災 害 応 急 活 動 体 制 の 整 備 

  

   

  
資 機 材 の 整 備 

  

   

  
防 災 訓 練 

  

 

 ３ 留意点 

   この海難等事故災害対策計画に定めのない事項については第２編「風水害対策計画」による。 

 

第２ 海難等防止の推進 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、

島根県水難救済会、海上・湖上運送事業者 

 

１ 基本的事項 

船舶海難事故の発生原因を見ると、見張り不十分、操船不適切等の運航の過誤や機関取扱不良な

どの人為的要因によるもの大半を占めている。このような要因による海難等を防止するため、海難

等防止思想の普及・高揚並びに海難等防止に関する知識・技能の習得及び向上を図る。 
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２ 海難等防止思想の普及 

第八管区海上保安本部等の船舶安全運航対策の関係機関は、訪船指導、海難防止講習会等を通じ

て、海上交通関係法令等の周知徹底を図るとともに、運航管理規程の遵守、安全運航の励行、危険

物荷役時の安全確認等を指導し、必要に応じて是正・改善を勧告する。また、地域の特性を踏まえ、

台風等の自然災害による海難を防止するための海難防止強調運動、プレジャー関係者を含む海事関

係者を始め広く国民を対象とし、海難防止思想の普及及び高揚を図るごとに重点を置いた海難防止

の強調運動を展開する。 

県、沿岸市町村、一般財団法人海上災害防止センター、島根県水難救済会、運送事業者は、それ

ぞれの立場に応じて海難等防止思想を普及する。 

 

３ 海上・湖上交通環境の整備 

県（港湾管理者）及び第八管区海上保安本部は、防波堤、航路等の整備を図ることにより、管轄

海域及び本県の港湾・漁港内における海上・湖上交通の安全性の向上に努める。 

 

４ 運航管理規程等の作成 

海上運送事業者は、海上運送法（昭和24年法律第187号）第10条の２の規定に基づき、運航管理

規程を作成し、運航管理者の選任等船舶の運航の管理の組織並びに実施の基準及び手続に関する事

項その他輸送の安全を確保するため事業者及び従業員が遵守すべき事項を定めておく。 

 

５ 船内の巡視 

海上・湖上運送事業者は、船舶の安全な運航を確保するため、「火災予防船内巡視実施要領」に

基づき、毎航海出港直後及び航海中の一定時期に、火災予防船内巡視を実施し、火災の予防及び早

期発見に努める。 

 

第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備 

 

１ 基本的事項 

船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難等の発生により多数の死傷者を

伴う大規模災害が発生した場合には、多種多様かつ多量の情報を収集・伝達する必要が生じる。こ

のため、県、市町村、第八管区海上保安本部及びその他防災関係機関が迅速かつ的確に防災対策を

実施するため、これらの災害情報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハード両面の仕

組みを整備する。 

 

２ 情報通信設備の整備の推進 

   ◆実施機関 県（土木部、警察本部）、第八管区海上保安本部、沿岸市町村、消防本部、石見地区排出油等防除協

議会、島根県水難救済会、海上・湖上運送事業者 

 

県、第八管区海上保安本部ほか防災関係機関は、大規模な海難等事故災害が発生した場合に、事

故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、必要に応じ航空機、巡視船などの多様な

情報収集手段を活用できる体制を整備するとともに、画像情報の収集・連絡システムの整備を推進

する。 

 

３ 総合防災情報システムの活用 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、市町村、防災関係機関 

 

県は、総合防災情報システムにより災害情報を収集し、端末が設置された市町村及び防災関係機

関へ的確に伝達できるよう、日常業務又は訓練を通じて、使用方法等について習熟を図る。 
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第４ 災害応急活動体制の整備 

 

１ 基本的事項 

船舶の衝突、乗揚、転覆、火災、爆発、浸水、機関故障等の海難の発生による多数の遭難者、行

方不明者、死傷者等の発生といった海難等事故が発生した場合に効果的な応急対策を実施できるよ

う、県、市町村、第八管区海上保安本部、水難救済会及び海上運送事業者等は、防災体制を整備し、

関係機関との相互連携体制を確立する。 

 

２ 防災組織の整備等 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、

石見地区排出油等防除協議会、島根県水難救済会、海上・湖上運送事業者 

 

(1) 防災組織の整備 

県、警察本部、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、石見地区排出油等防除協議会、

島根県水難救済会、運送事業者は、大規模な海難等事故に備え、迅速かつ的確な応急対策を実施

することができるよう、それぞれの機関において職員の非常参集体制の整備を図る。 

また、大規模な海難等事故に備えた初動体制、登庁までの協議体制、災害対策本部室等の設営

要領等を事前に整備しておく。 

 

(2) 応急活動マニュアルの整備 

県（各部）、警察本部、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部及び運送事業者は、必

要に応じ応急活動のためのマニュアルを作成し、職員に周知するとともに、活動手順、使用する

資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等について徹底を図る。 

 

第５ 資機材の整備 

 

１ 基本的事項 

大規模な海難等事故が発生した場合に、捜索、救急・救助活動を迅速かつ的確に実施するため、

有効な防災装備・資機材等の整備を推進する。 

 

２ 防災装備等の整備・充実 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部 

 

(1) 各種防災装備等の整備 

県、警察本部、沿岸市町村、沿岸消防本部は、捜索活動を実施するための船舶、ヘリコプター、

救急車、照明車等の車両及び応急措置の実施に必要な救急・救助用資機材の整備に努める。 

第八管区海上保安本部は、捜索、救急・救助活動を実施するための船艇、航空機及び潜水機材

等の資機材の整備に努める。 

 

(2) 資機材等の調達 

防災関係機関は、災害時における必要な資機材等の調達の円滑を図るため、調達先の確認等の

措置を講じておく。 
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第６ 防災訓練 

 

１ 基本的事項 

大規模な海難等事故発生時には、県、沿岸市町村、第八管区海上保安本部等の防災関係機関等は、

法令又は地域防災計画の定めるところにより災害応急対策活動を実施するが、これらの応急対策活

動が円滑に行われるよう、機関相互に連携した防災訓練を実施する。 

 

２ 総合防災訓練 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、

石見地区排出油等防除協議会、島根県水難救済会、海上・湖上運送事業者 

 

県各部、警察本部、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、石見地区排出油等防除協議

会、島根県水難救済会、運送事業者は、各機関相互の緊密な協力・連携体制を確立するとともに、

地域防災計画の内容の理解と防災意識の高揚を図るため、一体となって、初期活動訓練や各防災機

関の連携訓練など実践的で実効性のある総合的な防災訓練を実施する。 

 

３ 防災訓練の事後評価 

防災訓練実施後は、関係機関等訓練参加者の意見を収集するなどの方法により、成果及び問題点

を点検・評価し、これらの検討結果に基づき防災体制や防災活動要領等の改善について検討する。 
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第２節 災害応急対策 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

大規模な海難等事故が海洋又は宍道湖内で発生した場合、事故の発生場所や時間帯等によって

様々な防災活動需要や活動上の制約が生ずる。また、県各部、警察本部、沿岸市町村、消防本部、

第八管区海上保安本部、日赤、医師会、海上運送事業者等数多くの機関、団体が関与する。 

従って、各防災関係機関は、収集・連絡された情報に基づき、迅速かつ的確に応急措置を実施す

ることができるよう、直ちに必要な活動体制をとるとともに、これら防災関係機関は、緊密な連携

の確保に努める。 

 

２ 対策の体系 

 

災

害

応

急

対

策 

  
災 害 情 報 の 収 集 ・ 伝 進 

  

   

  
災 害 応 急 活 動 体 制 の 確 立 

  

   

  
海 難 等 救 助 等 及 び 消 火 活 動 

  

   

  
海 上 ・ 湖 上 交 通 の 確 保 

  

   

  
災 害 広 報 等 

  

 

第２ 災害情報の収集・伝達 

 

１ 基本的事項 

県、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、石見地区排出油等防除協議会、島根県水難

救済会及び海上・湖上運送事業者は、海難等事故発生時において、災害応急対策を適切に実施する

ため相互に密接な連携のもとに、迅速かつ的確に災害情報を収集、伝達することに努める。 

海難等事故の発生に際し、的確な災害応急対策を遂行するためには、機関ごとに情報収集・伝達

体制を確立し、災害状況の実態を的確に把握し、緊急度の高い救援対策の需要を把握する必要があ

る。このため、各機関は、事前に定められた情報収集・伝達体制の確立要領に従い、保有している

情報伝達手段を効果的に確保・運用し、各種災害情報を収集・伝達するとともに、組織内・組織間

において通信・情報連絡を行う。 
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２ 情報等の収集・伝達系統 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、

石見地区排出油等防除協議会、島根県水難救済会、海上自衛隊、海上・湖上運送事業者 

 

(1) 情報等の収集・伝達系統 

海難等事故発生時の情報等の収集・伝達系統図として、海上保安部ルート及び隠岐汽船ルート

を示す。 

 

ア 海上保安部ルート 

       警察本部 

 0852-26-0110 

(0852-26-0110) 

    

           

           

            

          関係各課・支庁・ 

県土整備事務所等           

            

       
島根県知事 

(防災危機管理課) 

 0852-22-5885 

(0852-22-5930) 

＊休日・夜間 

(危機管理当直) 

 0852-22-5885 

  
市町村・関係機関   

   
境海上保安部 

0859-42-2531(0859-42-2531) 

浜田海上保安部 

0855-27-0771(0855-27-0771) 

隠岐海上保安署 

08512-2-4999(08512-2-4999) 

       

        総務省消防庁 

平日(9:30～18:15) 

 03-5253-7527 

(03-5253-7537) 

平日(18:15～9:30) 

・休日 

03-5253-7777 

(03-5253-7553) 

        

        

        

        

        

          

原
因
者
・
発
見
者 

         

       
  

   

         陸上自衛隊 

 0853-21-1045 

(0853-21-1045) 

         
  

各消防本部 
   

漁業協同組合 

ＪＦしまね 

 0852-21-0001 

(0852-27-6130) 

       

      
  

   

      
  

隣接県   

          

            

    
   

各漁業協同組合        

            

            

 
  

警察署 
   

海上自衛隊 

0773-62-2250(0773-64-3609) 

      

        

           

       航空自衛隊 

0859-45-0211(0859-45-0211) 

 

        

 

（注）図中、組織・団体名の下に電話番号及びFAX番号（カッコ内）を明記 
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イ 隠岐汽船ルート 

 

     中国運輸局 

 島根運輸支局 

0852-38-8111(0852-37-2030) 

 鳥取運輸支局 

0859-42-2169(0859-42-2160) 

    

         

         

         

         

             

        第八管区海上保安本部 

0773-76-4100(0773-76-4100) 

  

          

     境海上保安部 

 0859-42-2531 

(0859-42-2531) 

隠岐海上保安署 

 08512-2-4999 

       

           
関係各課・支庁・ 
県土整備事務所等 

           

       島根県知事 

(防災危機管理課) 

 0852-22-5885 

(0852-22-5930) 

＊休日・夜間 

(危機管理当直) 

 0852-22-5885 

  

           

        
  

市町村・関係機関   

            

          総務省消防庁 

平日(9:30～18:15) 

 03-5253-7527 

(03-5253-7537) 

平日(18:15～9:30) 

・休日 

03-5253-7777 

(03-5253-7553) 

          

          

            

     松江市消防本部通信指令課0852-32-9141 

境港消防署0859-47-0030 

隠岐島消防署島前分署（浦郷）08514-6-1119 

隠岐島消防署08512-2-2299 

 

      

      

      

             

船
長 

 隠岐汽船(株) 

本社 

 08512-2-1122 

(08512-2-1126) 

  松江警察署0852-28-0110 

境港警察署0859-44-0110 

浦郷警察署08514-6-0121 

隠岐の島警察署08512-2-0110 

    

       

       

        

             

     松江赤十字病院 0852-24-2111 

松江市立病院 0852-62-8000 

元町病院（境港）0859-44-0101 

済生会病院（境港）0859-42-3161 

松野医院（境港） 0859-42-2298 

浦郷診療所（西ノ島） 08514-6-1211 

隠岐島前病院（西ノ島又は別府） 08514-7-8211 

海士診療所（海士） 08514-2-0200 

隠岐病院（西郷） 08512-2-1356 

高梨医院（西郷） 08512-2-0049 

  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

            

   
  

各営業所         

 

（注）図中、組織・団体名の下に電話番号及びFAX番号（カッコ内）を明記 
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(2) 情報の収集・把握 

概括的な情報も含め被害情報を迅速・確実に収集し、被害規模を早期に把握することは、災害

応急対策を効果的に実施する上で不可欠である。このため、県は次の方法によるほか、可能な限

り多様な方法により情報収集に努める。また、海上自衛隊は自衛隊法第83条に基づく空港事務所

又は第八管区海上保安本部からの災害派遣要請により初期の情報収集を行う。 

ア 市町村、消防本部等からの情報収集 

 被災市町村又は周辺市町村から、総合防災情報システム等を通じて情報収集する。 

イ 防災関係機関からの情報収集 

ライフライン、公共交通関係機関等が把握した情報を電話、FAX等により収集する。また、

海上自衛隊又は第八管区海上保安本部等へ災害派遣要請を行い、航空機、ヘリコプター、船艇

等を用い監視して得た情報を収集する。 

ウ 航空機、ヘリコプター等による情報収集 

海上自衛隊や海上保安部の航空機等による上空からの目視、県防災ヘリコプターや警察用航

空機のヘリコプターテレビ電送システム等を活用して収集する。 

 

第３ 災害応急活動体制の確立 

 

１ 基本的事項 

大規模な海難等事故が発生した場合、県、市町村、第八管区海上保安本部、水難救済会等の防災

関係機関は一致協力して、災害の拡大防止及び被災者の救援救護に努め、被害を最小限にとどめる

ため、収集された情報を基に、動員その他の災害応急体制を速やかに確立する。 

 

２ 第八管区海上保安本部等の活動体制 

第八管区海上保安本部は、災害が発生したときは、必要な職員を直ちに参集させ、対策本部を設

置する等、必要な体制を確立する。 

島根県水難救済会は、災害が発生したときは、海上保安本部、警察、消防、漁協、マリーナ等か

らの救助要請等を踏まえ、救難所を設置し、救助活動に出動する。 

非常本部等が設置されたときは、直ちに職員を派遣し、関係機関等との協力体制を確保する。 

 

３ 県の活動体制 

(1) 関係課の事務分掌 

海難等事故に係る主な関係課の分掌事務は、次のとおりとする。 

 

課  名 分    掌    事    務 

防災危機管理課 ・関係市町村等との情報連絡に関すること。 

・関係機関との連絡に関すること。 

医療政策課 ・県医師会、日本赤十字社島根県支部等との連絡に関すること。 

・ＤＭＡＴの派遣、医療救護班の編成及び派遣に関すること。 

・医薬品及び衛生材料の調達に関すること。 

警備第二課 ・海難等事故に係る罹災者の救出・救助に関すること。 

・現地情報の収集に関すること。 
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(2) 配備体制 

 県は、海難等事故の状況に応じて、次に掲げるところにより必要な配備体制をとる。 

 

体

制 
基  準 

体  制  の  決  定 
動  員 

本  庁 地 方 機 関 

海 

難 

事 

故 

対 

策 

本 

部 

 船舶が行方不明

となるなど、海難等

事故が発生し、多数

の人的被害が生じ

るおそれがある場

合、又は多数の人的

被害が発生した場

合 

１ 防災危機管理課長

が関係課長と協議し

た結果を防災部長に

報告し、防災部長が決

定し、設置する 

２ 緊急性が高い場合

は、防災危機管理課長

が防災部長に報告し、

防災部長が決定し、設

置する 

１ 防災部長が決定し、

指示する 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  警察本部警備第二課 

  医療政策課 

  及び防災部長の指

名する職員 

 

２ 地方機関 

  防災部長、支庁長、

県土整備事務所長又

は県央県土整備事務

所大田事業所長が指

名する地方機関職員 

 

－ 

２ 支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が必要と認める

地区防災委員会の構

成機関の長と協議し

て決定し、設置する 

３ 緊急性が高い場合

は支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が決定し、設置す

る 

災 
 

害 
 

対 
 

策 
 

本 
 

部 

 災害の規模及び

範囲から、特に対策

を要すると知事が

認めた場合 

１ 知事が決定し、設置

する 

２ 防災部長が関係部

長と協議した結果を

知事に報告し、指示が

決定し、設置する 

３ 事故対策本部長(防

災部長)が関係部長と

協議した結果を知事

に報告し、知事が決定

し、設置する 

１ 知事が決定し、指示

する 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  警察本部警備第二課 

  医療政策課 

  及び知事の指名す

る職員 

 

２ 地方機関 

  知事、支庁長、県土

整備事務所長又は県

央県土整備事務所大

田事業所長が指名す

る地方機関職員 

 

－ 

２ 緊急性が高い場合

は、支庁長、県土整備

事務所長又は県央県

土整備事務所大田事

業所長が決定し、直ち

に知事に報告する 

３ 緊急性が高い場合

は、地区対策本部長

(支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長)が決定し、直ち

に知事に報告する 
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(3) 海難等事故対策本部及び災害対策本部の設置・運営 

ア 海難等事故対策本部 

（ア）設置の基準 

防災部長は、船舶が行方不明となるなど、海難等事故が発生し、多数の人的被害が生じる

おそれがある場合、又は多数の人的被害が発生した場合、海難等事故対策本部を設置する。 

（イ）廃止の基準 

海難等事故対策本部は、おおむね、次の基準により廃止する。 

ａ 発生が予想された危険がなくなり、対策の必要がなくなったと認められるとき。 

ｂ 応急対策が、おおむね終了したと認められるとき。 

イ 災害対策本部 

知事は、災害の規模及び範囲から、特に対策を要すると認めた場合、災害対策本部の設置を

決定し、速やかに災害対策の推進に関し総合的かつ一元的な応急活動体制を確立する。災害対

策本部は、本部長・副本部長及び本部員をもって構成し、災害対策の基本的な事項を本部会議

において協議する。 

災害対策本部を設置したときは、島根県災害対策本部室（防災センター室）及び島根県災害

対策本部（６階講堂）を設営する。 

 

(4) 広域応援体制 

知事は、海難等事故による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では対

処することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、他の都道府県及び市

町村、消防本部に広域応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

 

(5) 自衛隊の災害派遣要請 

知事は、海難等事故による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では対

処することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、自衛隊法第83条の規

定に基づく自衛隊災害派遣要請をする。また、海上自衛隊は自衛隊法第83条に基づく空港事務所

又は第八管区海上保安本部からの災害派遣要請による活動にも対応する。 

 

４ 関係市町村の活動体制 

関係市町村は、大規模な海難等事故が発生した場合には、迅速かつ的確に応急措置を実施するこ

とができるよう、市町村地域防災計画の定めるところにより、速やかに対策本部を設置する等必要

な体制を確立する。 

 なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 

 

５ 指定地方行政機関等の活動体制 

指定地方行政機関（第八管区海上保安本部を除く。）、指定公共機関、指定地方公共機関等は、

大規模な海難等事故が発生した場合には、迅速かつ的確に応急措置を実施することができるよう、

法令又は防災業務計画、防災に関する計画に基づき、速やかに対策本部を設置する等必要な体制を

確立する。 

 なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 

 

６ 海上・湖上運送事業者 

海上・湖上運送事業者は、海難等事故が発生した場合には、速やかに運航管理規程及び事故処理

基準に基づき、事故処理を迅速かつ適切に実施し、人命の安全の確保と損害の極限を図るとともに、

職員の非常参集、情報収集連絡体制及び非常対策本部設置等必要な体制をとる。 
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第４ 海難等救助等及び消火活動 

 

１ 基本的事項 

県、警察本部、市町村、消防本部、第八管区海上保安本部その他の防災関係機関は、海難等事故

が発生したときは、船舶、航空機など多様な手段を活用し、相互に連携して捜索、人命救助、救急

活動、消火活動を実施する。 

 

２ 海難救助等 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課、警察本部）、沿岸市町村、消防本部、第八管区海上保安本

部、島根県水難救済会、海上・湖上運送事業者、島根県医師会、日本赤十字社島根県支部 

 

(1) 捜索救助 

警察本部、消防本部、第八管区海上保安本部は、船舶の海難、人身事故等が発生したときは、

相互に連携して、速やかに船舶、航空機等によりその捜索救助を実施する。 

 

(2) 水難救護 

遭難船舶の救助に当たっては、海上保安官署において実施するほか、水難救護法に基づき、お

おむね、次のとおり実施する。 

ア 実施責任者 

遭難船舶の救護は、水難救護法第３条に基づき、その地先海面を行政区域とする市町村長が

行う。 

イ 発見者の措置 

遭難船舶のあることを発見した者は、水難救護法第２条に基づき、市町村長、警察官又は海

上保安官に通報し、通報を受けた警察官又は海上保安官は直ちに市町村長に通知する。 

ウ 市町村長の措置 

遭難船舶のあることを認知した市町村長は、直ちに現場に臨み、必要な処分を行うとともに、

警察官及び海上保安官に通報する。 

エ 応援 

 市町村長は、自ら水難救護を行うとともに、必要に応じて次の機関に応援協力を要請する。 

（ア）警察署 

（イ）海上保安官署 

（ウ）社団法人水難救済会救難所 

（エ）隣接市町村 

（オ）海上輸送関係機関 

（カ）県 

オ その他 

（ア）遭難船舶の救護は、人命保護のため又は船長に悪意があると認められる場合を除いては、

船長の意志に反してこれを行うことはできない（水難救護法第５条）。 

（イ）その他水難救護に必要なことは、水難救護法の定めるところによる。 

 

(3) 医療救護 

県は、市町村及び消防本部、ＤＭＡＴ指定医療機関、島根県医師会、日本赤十字社島根県支部

等と連携を図りながら、海難等事故に伴う傷病者等の発生状況について情報収集を行い、それに

基づいて、ＤＭＡＴ及び医療救護班の派遣など迅速かつ適切な医療救護活動を行う。 

なお、具体的な事項については、「島根県災害時医療救護実施要綱」による。 
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３ 消火活動 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課）、市町村、消防本部、第八管区海上保安本部 

 

(1) 船舶火災の協力措置 

海上保安官署及び消防本部は、船舶火災が発生した場合には、「海上保安庁の機関と消防本部

との業務協定の締結に関する覚書（昭和43年３月29日）」に基づき、次に掲げる船舶の消火活動

については当該消防本部が責任をもって実施し、その他の船舶については海上保安官署が責任を

もって実施する。 

 なお、この消火活動の実施に当たっては、海上保安官署と消防本部は相互に協力する。 

ア ふ頭又は岸壁に係留された船舶及び上架又は入渠中の船舶 

イ 河川、湖沼における船舶 

 

(2) 連絡調整 

海難等事故の場合における消火活動等を効果的に行うため海上保安官署と消防本部は、おおむ

ね、次の事項につき連絡調整を行う。 

ア 必要器材の保有状況等消火活動上あらかじめ掌握しておくことが必要と認められる資料及

び情報の交換 

イ 消火活動要領及び連絡周知系統の作成 

ウ 必要器材の集中使用の計画実施 

エ 必要器材の整備の促進 

 

(3) 他の消防本部に対する応援要請 

ア 島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応援に関する協定 

海難等事故の発生により所轄する市町村等の消防力で火災の防御が困難な場合には、被災市

町村・消防一部事務組合は、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対し、消防機関による応

援の要請をする。 

島根県地域防災計画（資料編）「島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応援

に関する協定書」 

イ 緊急消防援助隊等による応援 

海難等事故が発生した場合などで、情報を収集した結果、県内の消防力を結集しても火災の

防御が困難であると認められる場合、知事は、消防組織法第44条の規定に基づき、消防庁長官

に対して緊急消防援助隊や他の都道府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣を求め

る広域航空応援等の要請を行う。 

 

４ 自衛隊の災害派遣要請 

海難等事故が発生した場合、被害が拡大し、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では対処す

ることが困難な事態が予想される。そのような場合において、知事は、人命又は財産の保護のため、

自衛隊法第83条の規定に基づく自衛隊災害派遣要請をする。 

また、海上自衛隊は、自衛隊法第83条に基づく第八管区海上保安本部からの災害派遣要請によっ

ても海難等救助及び消火活動を行う。 

 

第５ 海上・湖上交通の確保 

 

１ 基本的事項 

大規模な海難等事故発生時には、海上・湖上輸送や航路障害等の発生が予想される。このため、

迅速かつ適切に船舶交通規制等を実施し、海上・湖上交通を確保する。 

 



第３編 事故災害等対策計画 
第２章 海難等事故災害対策計画 
第２編 災害応急対策 

- 409 - 

２ 海上交通規制等の実施 

   ◆実施機関 第八管区海上保安本部 

 

海上保安機関は、船舶交通の危険が生じ、又は生じるおそれがあるときは、必要に応じて、航行

の制限又は禁止、航行船舶の火気使用禁止、港内在泊船舶に対する移動命令、危険物荷役の制限又

は禁止その他必要な交通規制を行う。 

 

３ 応急措置の実施等 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、警察本部）、石見地区排出油等防除協議会、海上・湖上運送事業者 

 

第八管区海上保安本部は、海難等船舶又は漂流物、沈没物その他の物件により船舶交通の危険が

生じ、又は生ずるおそれのあるときには、速やかに必要な応急措置を講ずるとともに、船舶所有者

等に対し、これらの除去その他船舶交通の危険を防止するための措置を講ずべきことを命じ、又は

勧告する。 

 

第６ 災害広報等 

 

１ 基本的事項 

大規模な海難等事故が発生した場合には、第八管区海上保安本部を中心に、現有の広報手段を駆

使して、災害状況によっては報道機関への放送要請を行うなど関係機関等と効果的に連携し、災害

広報を実施する。 

 

２ 災害広報の実施 

   ◆実施機関 県、市町村、消防本部、報道機関 

 

(1) 情報発信活動 

ア 各種情報の収集・整理 

県は、関係機関との情報交換を密にし、海難等事故対策に関する各種情報を収集・整理する。

この場合には、情報収集系統に混乱が生じないように留意する。 

 また、災害発生初期には、不正確な情報が伝達されている可能性があるため、できる限り正

確な情報の収集に努める。 

イ 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関などの情報、それぞれの

機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、広報

紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

なお、県及び市町村、指定行政機関、公共機関、海運事業者等は、情報の公表あるいは広報

活動の際、その内容について、相互に連絡をとりあう。 

 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、報道機関からの取材等各種問い合わせが集中する可能性がある。このため、

広報部門での対応のほか、各部門での広報責任者を明確にすることにより、適切に対応できるよ

う努める。 

 

 


